
 
 

 

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン－国民の「認識の共有」と「未来への選択」を目指して－（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定） 
 

Ⅲ．目指すべき将来の方向 

２．地方創生がもたらす日本社会の姿 

（１）自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 
（中略）地方創生においては、人口拡大期のような全国一律のキャッチアップ型の取組ではなく、それぞれの地方が、独

自性を活かし、その潜在力を引き出すことにより多様な地域社会を創り出していくことが基本となる。そのためには、地

方自らが、将来の成長・発展の種となるような地域資源を掘り起こし、それらを活用していく取組を息長く進めていく必

要がある。地域に「ないもの」ではなく、「あるもの」を探していくことや、「ないもの」をチャンスととらえ、チャレン

ジしていくことが重要となる。また、地方の自主性・自立性を高め、分権型社会を確立することもその基盤となる。 
 

 

まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定） 

 

Ⅳ．国家戦略特区・社会保障制度・税制・地方財政等 

（カ）地方分権 
地方分権改革の推進は、地域が自らの発想と創意工夫により課題解決を図るための基盤となるものであり、地方創生にお

いて極めて重要なテーマである。 

このため、国から地方への権限移譲や規制緩和に関する地方からの提案について最大限の実現を図るなど制度改正を強

力に進めていくとともに、改革成果の情報発信や優良事例の展開等を図っていく。 
 

◎創意工夫により魅力あふれる地域をつくる地方分権改革の推進（農地転用許可に関する制度等地方６団体要望

への対応） 
農地転用に係る事務・権限については、地方公共団体がその役割を適切に担えるよう、地方の意見を踏まえつつ、2014 

年度内に、農地の確保のための施策の在り方等とともに農地転用事務の実施主体や国の関与等の在り方について検討を行

い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

地方創生における地方分権改革の位置付け 
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